

















































OECD 27ヶ国のパネル・データを用いて分析している第 5 章については、いささか唐突
な感があると同時に、積極的な労働市場政策と結婚が自殺予防効果を持つとの指摘がある
一方、しかし少なくとも日韓においては自殺率に対する労働市場政策の影響はさほど大き
くないとの解釈は疑問を残す。反対に第 6 章では、国際比較では等閑視されがちな国内に
おける地域差に分析の視点を定め、2005 年の日本国勢調査のデータをもとに、各都道府
県のジェンダー平等主義と脱工業化の進展度に伴って性別職域分離（男性は女性よりマ
ニュアル職に就きやすいという「水平分離」と、女性は男性よりも社会経済的地位の低い
職に就きやすいという「垂直分離」とに分かれる）の度合いの相違についての説明を試み
ている。日本国内でもジェンダー平等主義は地域によって大きく異なり、その強さはノン
マニュアル職の垂直分離こそ弱めるものの、ジェンダー本質主義（different but equal）に
基づく水平分離には影響がなく、他方で脱工業化が進むと水平分離が強まる、という考察
には頷けるところがある。
　第 7 章は、儒教思想の強い日本・韓国・台湾において家族と労働市場の制度的あり方が
男女の自営業の継続と安定性にどのような異なる影響を与えるかを検証している。自営業
セクターの存在と役割が大きい研究対象の 3 ヶ国において、家族関係と女性の雇用環境が
同じではないにせよ、自営業の継続における男女不平等だけでなく、儒教的家父長制がも
たらす女性の不利な立場が彼女たちの自営業の安定性にも影響することを示した知見は示
唆的である。最後の第8章は、中国、日本、韓国と台湾で実施された協同的な意識調査の
データを使って、教育資本、文化資本、経済資本と社会関係資本などの要因がいかに人々
の社会的帰属意識に影響を及ぼすのかを比較している。それぞれの国の社会制度と階層構
造が異なり、また変数の数量化の手続きに粗さが多少あるものの、東アジア諸国において
階級帰属意識に対して強い影響を持つのは経済資本であって文化資本はそれほど効果を持
たない、との考察が興味深い。さらに、同意識への学歴の効果は中国と台湾で高く、日本
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と韓国ではほとんど有意な影響を示さないという分析結果も目新しく、その要因の追究が
求められよう。
　本書によって、グローバル化に伴う労働と雇用事情の変化のスピードが加速し、特に東
アジアにおいて家族のあり方と男女のライフコースが大きく多様化する中、もはやジェン
ダー問題を意識せずには根本的な解決法に辿り着けないことが明らかになった。評者の問
題関心の一つである「東アジアの女性たちは生きやすくなったか」への答えが十分に見出
せないままでも、比較を通して東アジア諸国それぞれの社会の現状と課題を把握すると共
に、レジーム、制度や政策によっては女性の生き方とライフコースを変えることができる
ヒントを得られることが、本書の大きな意義である。今後、女性の社会進出度が相対的に
高いシンガポール、ベトナムとフィリピンなどのアジアの国々との比較をも研究視野に入
れ、さらなる成果を期待したい。
（しむ　ちゅん　きゃっと　大学院生活機構研究科准教授）
